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平成 29 年 9 月 22 日 

平成 29 年度上期の事業運営状況について 

１．教 育 

（１）入学志願者および優秀な学生（生徒）の確保

（２）国家試験合格率の高位安定化

（３）特色ある教育への取り組み

（４）教学環境の整備

（５）就職・キャリア支援の強化

（６）内部質保証システムの検証と自己点検・評価の実施

（７）東邦大学国際交流センターの活動

２．研 究 

（１）研究の活性化と外部資金の獲得および不正防止の徹底

（２）大学院の充実

３．医 療 

3 病院の収支状況（4月～8月実績） 

（１）大森病院（4月～8月実績）

（２）大橋病院（4月～8月実績）

（３）佐倉病院（4月～8月実績）

（４）羽田空港クリニック・羽田空港国際線クリニック

（５）病院経営収支分析の強化

（６）３病院看護師等確保の活動

（７）３病院と看護キャリア支援センター等で取り組む看護の質の向上

４．管理運営 

（１）財政基盤の強化

（２）新大橋病院プロジェクトの推進

（３）経費節減プロジェクトの推進

（４）アイデンティティ強化のための広報施策

（５）「学校法人東邦大学広報」による法人情報の発信 

（６）産学連携の推進

（７）額田記念東邦大学資料室の充実

（８）羽田空港跡地再開発推進計画について

（９）株式会社東邦キャンパスサービスの動向
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平成 29 年度上期の事業運営状況について 

 

 3 月 24 日の理事会・評議員会でご承認いただきました、本法人の平成 29 年度事業計

画につきまして、本年度上期の主要な事業運営状況を下記の通りご報告いたします。 

 

１. 教育 

（１）入学志願者および優秀な学生（生徒）の確保 

【大学】 

平成 29 年度夏のオープンキャンパスは、大森キャンパスでは、医学部が 8 月に 2 日

間開催し 1,340 名、看護学部が 6 月、7 月、8 月に 4 日間開催し 2,261 名、習志野キャ

ンパスが薬学部・理学部・健康科学部合同で 8月に 2日間開催し、4,418 名の受験生・

保護者等が来場し、大学全体では 8,019 名とほぼ前年度並みの人数であった。 

大森キャンパスでは、天候に恵まれたことや、看護学部で前年度と開催週を変更した

こともあり、医学部・看護学部を合計して前年度を 260 名上回る参加となった。イベン

ト企画にも工夫をしており、未来型授業やシミュレーションラボでの体験、キャンパス

ツアー、病院見学、小論文講座も好評であった。 

習志野キャンパスでは、健康科学部 1期生がキャンパスツアーガイドを行うなど、各

学部の学生も積極的に参加し大学の魅力を伝えた。薬学部では「薬剤師にチャレンジ」

と題する調剤実習が人気であった。理学部では両日とも３つの体験授業と８つの実験を

実施し、多くの受験生が参加していた。習志野キャンパスではオープンキャンパスのほ

かに、土曜キャンパス見学会、AO 入試説明会・高大接続型入試説明会を開催し、多様な

入試を周知させることで受験生確保に努めている。 

進学情報誌や Web サイトを通じて本学に資料請求した受験生、高校 1・2 年生に対し

ては、ダイレクトメール等の発送を通して継続的なアプローチを行っている。又、より

効率的な学生募集に繋がるよう、過去の志願者・受験者情報を分析し、Web サイト等に

よる広報活動にも力を入れており、進学相談会への積極的な参加ならびに大学見学の受

け入れ、模擬授業・出張講義も行い、入学志願者の増加に向けて広報活動を行っている。 

Web 出願システムについて、本年度は 2年目の運用となるが、よりスムーズな出願に

繋がるように前年度を振り返り、見直しを行う準備を進めている。 

【付属東邦中・高等学校】 

平成 29 年度入試より高校の生徒募集を中止し、完全中高一貫教育をスタートさせ、

「選ばれる学園」（健全な進学校）作りに取り組んでいる。平成 31年度中学入試より帰

国生を対象に入試科目に英語を導入することを決定し、広報活動を開始した。英語入試

の詳細については、下期も継続的審議を予定している。Web サイトにおいては、高校一

般入試の生徒募集廃止によりアクセス数の大幅な減少が予想されたが、行事の様子や部

活動での活躍ぶりを発信したことで前年度後半からアクセス数が増加してきており、 
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その傾向が本年度も続き、4～8月ではアクセス数が前年度比 116％と微増した。9月下

旬にはサイトリニューアルが行われる予定である。 

【駒場東邦中・高等学校】 

学外の合同説明会や進学教室主催の説明会に積極的に参加するとともに、学校案内の

パンフレットやホームページを利用し、生徒の活動を学外に発信している。学内での学

校説明会においては、広報委員会を中心とし、教育内容を知ってもらうための DVD を作

成するなど、受験生や保護者に向けての広報活動に努め、優秀な生徒が確保できるよう

取り組んでいる。 

 

（２）国家試験合格率の高位安定化 

【医学部】 

医師国家試験に向けて、5月～翌年 1月まで修学支援センターによる集中臨床講義を

実施している。6月上旬に実施したプレ卒業試験の成績下位者に対し、医学部長、教育

委員長、総合試験の責任者および 6年次部会長・副会長による特別面談を実施し、到達

度確認と今後の学習について再確認を行った。8月下旬の卒業試験終了後も個別面談を

行い、学習意欲を確認し成績の底上げを図る。又、成績下位者に対しては 12 月に 2 回

目の特別合宿を、1月に個別面談を実施し、引き続ききめ細やかな指導に努め高い国家

試験合格率をめざす。 

平成 32 年度から国家試験受験資格として本格実施が決定した臨床実習後 OSCE

（PccOSCE）への準備として、ステーション（課題数）を増やした体制強化を図った。 

【薬学部】 

薬剤師国家試験合格率の長期的な高位安定化を図るため、学習への動機づけを 1年次

生から行った。「薬学入門」では自分のめざす薬剤師になるための行動目標を作成する

ことで大学での学習の重要性を認識させた。「基礎物理学Ⅰ」、「基礎化学」、「基礎生物

学」において各科目 2回ずつ実施した TBL（Team Based Learning）では、成績上位者か

ら下位者への指導等を通じて、全体の学力の底上げを図るために、入学時に行ったプレ

イスメント・テストの成績上位者と下位者が均等になるようグループ分けを行った。学

習内容の理解度を高める工夫として、前年度から、講義で学んだ内容に関する問題作成

とそのグループ間評価に加えて、TBL 開始時に問題作成と自己学習の結びつけ方に関す

る講義を導入し、理解の深化に努めている。6年次生については、間近に控えた国家試

験への意識づけのために、春学期開始時に「スタートアップ模試」とガイダンスを行い、

定期試験終了時にも秋学期に向けたガイダンスを行った。さらに、十分なフォローが必

要な薬学総合教育部門所属学生に対しては、春学期開始時の個別面談や、学長と担当教

員によるグループ面談を行うとともに、講義への出欠状況から指導が必要な学生には適

宜指導を行った。又、定期試験後は弱点把握や精神ケアを目的とした個別面談や、夏期

休暇期間中の秋学期対策補講も実施した。 
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【理学部】 

理学部臨床検査技師課程では、4年次春学期で国家試験受験資格科目の履修が終了し、

定期試験を実施した。成績不振者については再試験を行い知識の定着を強化した。又、

国家試験に対する今後の勉強法について指導した。8 月 7 日からは 42 名の学生が付属

3病院を含めた 9病院で 5週間の臨地実習を行い、職務の理解と実践的な能力の向上を

図っている。又、国家試験科目を含む遺伝子分析科学認定士試験（6月実施）の受験を

勧め、対策講義を 4 月から 6 回実施した結果、12 名が合格した。秋学期より臨床特別

講義等の国家試験対策講義と複数回の模擬試験を実施し、高い国家試験合格率の維持を

めざす。 

【看護学部】 

看護師国家試験合格率の高位安定を図るため、4 年次に必修対策講座（6 回）を実施

し、知識の確認、理解度の向上を図った。又、模擬試験を実施し、その結果から、成績

不振者に対しては、個別面談を実施した。春学期最後の 4 年次生 HR で「夏休みの過ご

し方」として、国家試験に向けた学習の取り組みについて説明した。3年次生には、4月

に必修対策講座（1日）、5月に低学年専門基礎模試を実施し、実習前の知識の確認を行

った。なお、国家試験対策委員会から、夏期休暇中の効果的な学習方法について説明を

行った。秋学期からは、4年次生に対して、11月～翌 1月に模擬試験（2回）、国家試験

対策講座（3回）を、3年次生に対しては 2月に模擬試験（1回）を実施し、専門知識の

向上を図る。又、保健師課程の選択学生に対しては、9月～翌 1月に国家試験対策講座

（4回）、模擬試験（3回）を実施する。 

【佐倉看護専門学校】 

平成 29 年度より学生の患者への接遇能力向上対策を目的に実習風景のビデオ撮影を

行い、グループごとに評価をし、臨床実践能力を養う授業を開始した。2年次生で実習

が不合格となった学生に対して、夏休みを利用し再実習を受講させ評価を行った。   

本年度も 2年次生に業者テスト 2回、3年次生に業者テスト 2回・校内テスト 5回の

模擬試験を実施し、2・3年次生には、全員に学習ノートの作成を課して学習の振り返り

を行っているほか、成績不振者に対しては、前年度に続き、担当教員およびアドバイザ

ーによる個別指導を実施している。 

 

（３）特色ある教育への取り組み 

【医学部】 

新カリキュラムがスタートし 2年目を迎えた。講義視聴システムを利用し、いつでも

学習できる環境を整え、能動的学習を推進している。又、キャリア教育科目として掲げ

た卒業研究については、5 月に学生向けオリエンテーションを行い、8 月には各講座・

研究室から集まった研究テーマが公開され、学生の希望調査を行っている。 

多職種連携・チーム医療への意識強化を図るため、8 月に選択制ではあるが「4 学部
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合同チーム医療演習」を実施した。5年次は 4月から随時「医薬合同臨床講義」を実施

している。その他、9月には 1年次の「特別養護老人ホームにおける介護体験実習」、2

年次の「医薬合同生命倫理演習」を実施する。初年次の PBL （Project Based Learning）

テュートリアルにおいて上級生が下級生を指導する「屋根瓦システム」では、10月に学

生テュータ養成ワークショップを実施した後、テュートリアルを実施する。さらに、国

際化に向けた医学英語力強化のため、4年次は 11 月に English OSCE を実施し習熟度チ

ェックを行う予定である。 

【薬学部】 

本年度も学術交流協定締結校である瀋陽薬科大学との短期交流プログラムを実施し、

8 月 19 日～26 日までの日程で、学生 11 名および引率教員 1 名が文化交流等を行った。

5 年次開講科目の「海外実務実習」は、平成 27 年度から実施している Scott & White 

記念病院・同小児病院（アメリカ）に加えて、本年度から新たな大学間学術交流協定校

となったポーランド・グダンスク医科大学においても 11 月下旬から 12月上旬に実施す

る計画である。医学部生と合同で参加型学習を行う「ヒューマニズムⅡ」では、高大接

続の観点から高校生の参加を募っている。これまで参加した高校生のうち平成 27 年度

は 2名、平成 28年度は 4名、平成 29 年度は 4名が本学部へ入学しており、本年度も 9

月～10 月にかけて 5校より 17 名（2年生 2名、3年生 15 名）の高校生が参加する予定

である。なお、本年度から習志野キャンパス共通教育科目として新規に開設された「人

間と生命」は、9月 14・15 日の 2日間で開講予定であり、38名（薬学部 20 名、理学部

18 名、健康科学部 2名（聴講））が履修予定である。 

【理学部】 

本年度より導入した授業科目のナンバリング制度について、コースナンバーの履修案

内やシラバスへの記載、カリキュラムマップの掲示を行い、科目間の繋がりについて学

生への周知を行った。習志野キャンパス共通教育科目として設定した 3科目に関して各

科目履修登録があり、少しずつであるが、他学部の学生とともに学ぶ体制が出来つつあ

る。本年度からカリキュラム改定を行った生命圏環境科学科では、「環境科学セミナー」

で学問領域全般を概観しながら、これから 4年間で何を学んでいくか自ら考える機会を

設けた。 

【看護学部】 

教育理念・教育目標・3方針（アドミッション・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、

ディプロマ・ポリシー）について、4月の学生ガイダンス、新入生オリエンテーション

キャンプ等で説明を行い、学生、教職員が共通認識を持つようにしている。又、7月末

には、看護専門教育充実のため、アクティブラーニングについての教職員ワークショッ

プを実施した。本学部の特色の一つである国際感覚育成のための各研修（夏期英語集中

講座、ヨーロッパ研修、タイのチェンマイ大学での研修）は、海外の治安情勢、学生の

参加少数のため中止とした。なお、チェンマイ大学からの学生受け入れは例年通り行い、
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本学部在学生との交流を実施した。 

【健康科学部】 

平成 29 年 4 月に第 1 期生が入学し、生活に根差した地域医療推進型の看護学教育を

開始した。「看護の基本技術」、「看護学入門実習」は秋学期開講に向けて、準備・調整

を進めている。倫理教育は、学部の教育目標と連動させて主な授業の到達目標に包含し、

多方面から倫理観の醸成を図っている。又、リーダーシップ、関係形成力、自己教育力

の向上を図るため、必修・選択科目、自由科目(高大接続科目)等の科目設定や講義・演

習・グループワーク等の学習方法により、人間性豊かなリーダー育成教育を行う。さら

に、「健康科学概論」、「トランスレーショナルへの挑戦」等の科目では、健康科学部と

しての科学的思考の育成に重点をおいた授業を実施し、その成果は授業評価等で行う計

画である。一方、成績評価への GPA（Grade Point Average）制度の導入により春学期末

の GPA が 9 月に提示されるため、学習の形成評価を学生と行い、学生の主体的学習への

意識向上を図る計画である。又、平成 29年度より開設する薬学部・理学部共通科目「人

間と生命」に本学部の学生 2名が聴講予定である。 

【付属東邦中・高等学校】 

平成 6 年度に本校を卒業された金井宣茂宇宙飛行士が 12 月にソユーズ宇宙船にて国

際宇宙ステーション（ISS）へ飛行することになり、平成 29 年度をスペースイヤーとし、

各機関と連携しながら金井宇宙飛行士の応援をするとともに「宇宙に関する関心を高め、

宇宙開発や宇宙探求で得られた知識を学ぶ宇宙教育を推進するもの」として系統的なプ

ログラムを計画・実施している。7 月 1 日には本校生徒向けの宇宙講演会を実施し、8

月 7日には市民（県民）公開講座を行った。宇宙教育常設展を校内で実施するなど、生

徒ひとりひとりが自己の可能性の開拓に向かって学校生活を主体的に送るための一助

となるよう取り組んでいる。 

国際交流に関しては、例年、高校 1年生対象のオーストラリア語学研修を中学 3年生

に移行し、93 名の参加者を対象に 7月 21 日～8月 4日まで実施した。 

【駒場東邦中・高等学校】 

部活動・委員会活動・体育祭等の学校行事への積極的な参加を勧め、学力の向上のみ

ならず、生徒各自の個性を伸ばし、豊かな知性と科学的教養を身につけた、健康で実践

力に富む有為な人材育成を行っている。又、邦友会（同窓会）、保護者とも連携して講

演会や職場体験を実施し、在校生に対して指導と助言をしていただくキャリア教育を行

っている。交換留学生制度については、アメリカのスティーヴンソン校からの留学生を

受け入れ、8月後半より本校生が渡米した。台湾の國立臺南第一高級中學とは、12 月に

本校生を留学させ、1月に受け入れを予定している。生徒の交換留学を通して、国際感

覚と国際教養の涵養に努める。 

【佐倉看護専門学校】 

国家試験対策とし、平日の授業終了後に 1時間の自主学習時間を設けているほか、 
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夏期休暇期間に 2年生・3年生の成績不振者を対象に 7日間の補習授業と複数回の個別

面談を実施し、知識定着の確認と強化指導を行った。 

全教職員対象の研修会として、7 月 26 日に学外講師を招聘し、「TBL の教材作成を体

験し実践につなげる」を開催した（学外からも 4名参加）。 

 

（４）教学環境の整備 

【大森キャンパス】 

医学部では、総合研究部委員会、大学院運営委員会、研究推進室が連携し、臨床につ

ながる魅力ある施設の環境整備を進めている。1 号館 3 階の旧 RI 実験施設跡地には、

平成 28 年度に設置した生体防御基盤センターに続き、（仮称）細胞医療センターの設置

に向け、整備計画立案作成に着手している。具体的な整備については、平成 29 年度文

部科学省の私立大学研究ブランディング事業の選定結果を待ち、開始する予定である。   

2 号館には、3ヵ年計画で（仮称）AI Met Lab（Active and Intelligent Medical 

Training Laboratory）の整備を進めており、8 月より医学メディアセンターの 1 階部

分の改修工事を開始し、平成 30年 2 月末に完成予定である。平成 30 年度に着工予定の

シミュレーションラボおよびセミナー室の再配置について検討を開始した。 

 医学部本館中庭外壁は、昨今外壁劣化に係る漏水他が目立つため、7月から外壁クラ

ック補修後、防水補修工事の施工を開始し、9月末に終了した。外壁色調も深い茶色を

配し、全体的に落ち着いた佇まいとなった。 

看護学部では、本館階段の共用部分の照明を人感センサー付 LED 電球に交換する LED

化工事を実施した。 

【習志野キャンパス】 

 薬学部では、E館（旧 NK 館）の耐震補強工事は平成 30年度中の完成をめざし予定ど

おり進んでいる。工事の進捗にあわせ、実験機器や教室等の移動・移設を滞りなく進め

るとともに、動物センター跡地や旧動物舎の活用方法、薬草園再整備については八千代

薬草園の今後の方針も含め、下期に向けて検討を重ねていく。 

 理学部では、Ⅲ号館 2・3 階の北側 6 教室に対して遮音補強工事を行った。又、マル

チメディア・ラボラトリーPC の更新は夏期休暇を利用し終了した。V号館プロジェクタ

ーとマイクシステムの更新とともに、Ⅲ号館ポスター掲示用のパネル設置については、

下期に取り組む予定である。 

 4 月に第 1期生を迎えた健康科学部では、順次、状況を確認しながら実習室等の機器・

備品を整備していく。 

又、平成 14 年に閉鎖した男子寮（鴻志寮）の解体は、10月完了をめざし進めている。 

【付属東邦中・高等学校】 

プロジェクターとホワイトボードを視聴覚教室・理科実験室等の特別教室へ設置した。

普通教室の無線 LAN は下期に設置予定である。高校校舎の外壁改修工事は 8月末に完了
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した。 

【駒場東邦中・高等学校】 

平成 29 年度の創立 60 周年記念事業として、平成 29 年 4 月に正式に取得した隣接地

の凡そ 3分の 1を利用して進めてきた運動設備（グラウンド）整備工事は 9月 5日に予

定通り竣工した。これにより長年の希望であったほぼ正方形のグラウンドが完成し、併

せて、新大橋病院完成後に池尻大橋駅を利用する生徒が安全且つ便利に通学できるよう

に、新たに高低差を補う大階段と通用門、トイレを整備した。新大橋病院と駒場東邦は

道路一本を挟んでの同一エリアとなり、一帯が東邦大学ゾーンとして地域・社会貢献の

拠点となることが期待される。 

駒場東邦の創立 60 周年記念式典は 10 月 28 日に開催を予定しており、開催に向け準

備を進めている。 

【佐倉看護専門学校】 

 平成 31 年 3 月閉校が決定し、在校生に不利益が生じないよう、適宜、教材・備品の

整備を行っていく。閉校後の跡地については、佐倉病院での有効利用を視野に、佐倉病

院再整備委員会との打ち合わせを開始した。下期より施設の一部貸出を始めることとし、

継続して検討を行っていく。 

 

（５）就職・キャリア支援の強化 

 習志野学事部キャリアセンターでは、学生・父母・教員・企業から信頼されるキャリ

アセンターをめざし、就職支援プログラムの充実を図っている。平成 29 年度から採用

スケジュールの再変更が懸念されていたが、前年度同様のスケジュールで採用活動が行

われることとなり、8 月末現在の内定率は薬学部で 6 年次生 81％、理学部で 4 年次生

70％と推移している。未内定者に対しては、面接対策セミナーを予定しており、夏期休

暇中に参加者を募る。 

公務員試験対策としては、例年通り低学年向けの公務員ガイダンスを 5月に、夏期公

務員講座を 8～9 月にかけて開催した。下期には、官公署による学内説明会を実施する

方向で準備を進めている。又、8月から通常より手厚いサポートを必要とする学生を対

象とした就職準備講座を導入し、よりきめ細やかなキャリア支援を行っている。なお、

TOHO アライアンス企業は順調に数を伸ばし、8月末現在 725 社であり、各種イベントや

選考にご協力して頂いている。 

 

（６）内部質保証システムの検証と自己点検・評価の実施 

平成 31 年度の認証評価受審に向けて、公益財団法人大学基準協会より講師をお招き

し、7月末に学内説明会を開催した。大学基準協会の第 3期認証評価システムと本学の

内部質保証システムの現状について講師と自己点検・評価企画運営委員会事務局より説

明があり、学内で理解を深めた。規程の見直しや学内組織体制の構築等については自己



9 

 

点検・評価企画運営委員会を中心に検討・提案を行い、年度内に整備を進める。 

全学自己点検・評価実行委員会の諮問機関である検証会については、12 月の開催を

予定しているが、平成 29 年度の外部有識者委員候補を決定し、委嘱の可否については

基本構想委員会および、9月の大学協議会にて審議予定である。検証会に向けて、現在、

各学部・関係部署へ『自己点検・評価報告書－新たなる朝 2014 年度版－』の「将来に

向けた発展方策」に記載した「効果が上がっている事項」「改善すべき事項」について

の進捗状況調査を行っているが、平成 28 年度より導入した自己評定を活用し、前年度

の自己評定が B又は Cの項目を中心に報告するよう依頼している。 

 

（７）東邦大学国際交流センターの活動 

各学部国際交流センター・留学担当部署と協働し、本学の国際化ならびに学生・教職

員の国際交流の推進を図っている。 

海外の大学・医療機関との学術交流については、4月にポーランドのグダンスク医科

大学と新たに大学間協定を締結し、8月末現在、大学間協定 12 機関、学部間協定 17 機

関（医学部 6機関、薬学部 7機関、理学部 2機関、看護学部 2機関）となっている。平

成 28 年度に大学間協定を締結したポーランドのポズナン医科大学とは、8 月に医学部

実習生 2名の受け入れを、翌 2月に選択制臨床実習として医学部生 4名の派遣を予定し

ている。又、グダンスク医科大学へは、海外実務実習として 11 月に薬学部生 4 名を派

遣する予定である。海外研修等の参加者には、外部機関の専門家による危機管理ガイダ

ンスの出席を義務付けているほか、受け入れ留学生にはホームページにて各種奨学金お

よび留学関連情報の提供を開始するなど、受け入れ・派遣支援を強化している。なお、

業務の効率化を図るため、「外国人留学生身上機能」「海外渡航届」などの各種提出書類

の電子化ならびにオンラインでの提出を開始し、順調に運用されている。 

11 月に本学主催の第 10 回 4 大学ジョイントセミナーが開催される予定で、延べ 300

名程度の参加者を見込んでおり、現在セミナーの準備を進めている。 

 

２. 研究 

（１）研究の活性化と外部資金の獲得および不正防止の徹底 

平成 29 年度文部科学省科学研究費助成事業の採択結果は、新規採択 59 件と前年度比

で 2 件増となり、新規採択率は 20.6％と 20％超えを 4 年連続で維持している。獲得金

額（直接経費）は、新規と継続を合わせ約 2 億 5,555 万円（前年度比 810 万円増）で、

6年連続で 2億円を超えている。教育・研究支援センターでは新規採択率向上の一助と

なるべく、前年度より研究初学者を対象とした研究相談デスクを開設したほか、新たな

学部別支援を模索するためパブリックコメントを実施した。又、医学部では、初の試み

として医学部研究推進室主催のリサーチ・アドミニストレーターによる「科研費獲得へ

向けた調書作成ポイント説明会」を開催している。 
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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金は、代表が 3 件（新規課題 2 件、継続課題 1

件）、分担が 44 件採択された。又、労災疾病臨床研究事業費補助金は、代表が 1 件(継

続課題)採択されている。日本医療研究開発機構（AMED）の委託費事業としては、代表

1 件と分担 32 件の計 33 件、補助事業は 1 件（新規課題）の契約を行う見込みである。

その他の公的補助金は、「ひらめき☆ときめきサイエンス」（薬学部 1 件）が採択され、

夏期休暇期間に開催された。文部科学省施設・設備関係補助金については、平成 29 年

度予算「防災機能等強化緊急特別推進事業」（薬学部 1 件）を申請し、選考結果を待っ

ている状況である。又、6月には前年度に続き医学部を代表とする私立大学研究ブラン

ディング事業の申請を行った。 

平成 27 年度に獲得した「文部科学省科学技術人材育成費補助事業 ダイバーシティ

研究環境実現イニシアティブ（連携型）」補助金事業は、平成 29 年度も引き続き教育・

研究支援センターとダイバーシティ推進センターが事業運営を行い、3年目を迎え中間

評価成果報告を行った。女性研究者を代表とする共同研究支援を 7件、研究支援要員の

人件費支援を 5件採択し、千葉大学や放射線医学総合研究所と千葉県下のコンソーシア

ム拡大に努め、日本大学生産工学部ほか 4研究機関がコンソーシアムに参加してきてい

る。研究倫理教育については、研究者等の平成 29 年度研究倫理教育（CITI JAPAN）の

必須単元 6単元を決定し、9月末までに全教職員の受講を義務付けている。又、研究費

不正使用防止のため、前年度から習志野地区で導入した科研費の新規採択者を対象とし

た発生源入力（事務方発注）を本年度は大森地区（医学部基礎・一般）にも広げ、本格

稼働させた。今後も毎年、新規採択者を対象とする事で、数年後の完全発生源入力への

移行をめざす。利益相反については、日本医学会による「医学研究の COI マネージメン

トに関するガイドライン」に基づき、東邦大学利益相反規程で定めている報酬・利益等

の「報告の基準」について改正（平成 29年 4月 1 日付）を行った。 

軍事に関する研究については、研究者行動規範に「軍事を目的とする研究を一切行な

わない」とする旨の条項を追加し、安全保障輸出管理については、平成 30 年度実施に

向けて準備を開始した。 

 

（２）大学院の充実 

【医学研究科】 

 大学院教育の高度化および多様化を図るため、7 月に厚生労働省の講師を招き、9 月

には他大学の外部講師による講演会を実施した。又、平成 28 年度より開始された学生

による授業評価アンケートの評価上位者に授与されるベストティーチャー賞受賞者に

よる模範講義を 12 月に予定しており、学位取得率向上に向けて継続的にワークショッ

プを開催していく。 

【薬学研究科】 

 より質の高い学生を確保するために、学術交流協定締結校である瀋陽薬科大学に時期
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を合わせ、6～7 月に昆明医科大学へも大学院生募集の案内通知を送付したほか、国内

の他大学・他学部へ大学院生募集ポスターを作成・送付した。入学試験実施方法を前年

度より大幅に見直したが、検証については下期に行う予定である。 

【理学研究科】 

大学院生（博士後期課程）のキャリア支援として、在籍者の中からリサーチアシスタ

ント 2 名、非常勤講師 7 名（うち 2 名新規）を任用した。EU との連携協定により実施

しているダブルディグリープログラムが 9 月で終了するにあたり、8 月に EU 側の責任

者が本学に来訪し、成果の検証を行った。ポストダブルディグリープログラムに関して

は、リール大学との協定が大学レベルで締結されることとなり、国際交流センターで作

業を進めている。 

【看護学研究科】 

 博士前期課程科目（看護研究法）において追加が必要な内容があったため、4コマの

ゼミ（質的研究法）を追加実施した。大学院開講分野・カリキュラム検討については平

成 31 年度に変更予定にて、引き続き検討していく。 

大学院 FD として 7 月に「統計ソフト（JMP）の使用方法」「論文とは何か」のテーマ

で実施し、大学院生は 8名参加し、教職員も多数参加した。 

 

３. 医療 

3 病院の収支状況（4月～8月実績） 

3 病院の医療収入は法人全体収入の 7割以上を占め、その帰趨は法人全体の収支に大

きく影響する。この認識のもと、高度急性期医療の提供や診療体制の充実等を通じ経営

内容の一層の改善を図っている。 

3 病院合計の医療収入は 26,934 百万円となり、前年同期間比 227 百万円、0.9%の増

収であった。内訳は、入院収入が 17,820 百万円で前年同期間比 26 百万円の増。外来収

入が 8,964 百万円で前年同期間比 197 百万円、2.3%の増収となっている。医療収入以外

を含めた収入合計は 27,360 百万円で前年同期間比 283 百万円、1.0%の増収となった。 

一方、支出合計は、25,530 百万円で前年同期間比 424 百万円、1.7%の増加となったた

め、収支差額（粗利益）は 1,830 百万円の黒字だが、前年同期を 140 百万円、7.1%下回

る状態で推移している。 

又、予算比では、医療収入が 207 百万円、0.8%、収入合計が 164 百万円、0.6%のそれ

ぞれ減。支出合計が 47百万円、0.2%の予算超過のため、収支差額は予算を 212 百万円、

10.4%下回っている。下期に向け追加施策を打ち、巻き返しを図る。 

 

（１）大森病院（4月～8月実績） 

 診療実績は、入院が単価 73,330 円・1日平均患者数 797.8 人・平均在院日数 12.2 日・

稼働率 84.2％、外来は単価 15,639 円・1日平均患者数 2,300.1 で推移した。 
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入院においては、新入院患者数は前年度比+50 名と微増したものの、平均在院日数が

前年度比 0.5 日減により一層短縮されたことで延べ患者数が大幅に減少し、稼働率が

84.2％と低迷している。一方、手術件数は 3,985 件と目標の 9,300 件に向けて順調に推

移しており、さらに、平成 30 年 3 月には新たにハイブリッド手術室が稼動予定にて、

より一層高度で低侵襲な手術の実施が期待されている。又、特定入院料算定率やチーム

医療に関わる加算件数は、ほぼ前年度並の実績を維持しており、下期に向けてさらなる

増加をめざす。 

外来においては、看護師による看護外来や、薬剤師によるがん患者指導管理加算の件

数が増加しているほか、5月には特別室を利用した特別予約外来を開始した。化学療法

室での高額薬剤の使用が一段落したこともあり、診療収入は若干減少しているが、その

分、医療経費も抑えられており、結果としてほぼ前年度並で推移している。 

地域連携については、平成 29 年 3 月に開設した「かかりつけ医案内窓口」において

7月より対応時間を延長し、逆紹介の増加に努めている。4～8月実績では、紹介 11,024

件（前年度比 411 件増）・逆紹介 10,093 件（同 406 件増）と紹介・逆紹介ともに順調な

伸びを示しており、新規紹介患者獲得のため、引き続ききめ細やかな広報活動を推進し

ていく。又、8月 26 日に医療機関関係者を対象とした第 12回医療連携学術セミナーを

開催し、前年度を上回る院外参加者数となった。引き続き、地域の先生方との顔の見え

る医療連携を続けていく。 

なお、全国的な課題である医師の負担軽減策については、7月から医師事務作業補助

体制加算を 75対 1 から 50 対 1 に手厚くしたほか、9月から付属 3病院で一斉に医師へ

の時間外手術手当の支給を開始することとしている。 

 

（２）大橋病院（4月～8月実績） 

診療実績は、入院が単価 74,945 円・1日平均患者数 340.9 人・平均在院日数 9.5 日・

稼働率 91.1％、外来は単価 12,566 円・1日平均患者数 1,146.6 人で推移した。 

入院においては、平成 29 年度より病床を 59 床減の 374 床とし、新病院 319 床に向け

て段階的な移行期間に入った。病床の削減に伴い、より一層高効率な病床運用が必要と

されることから、4月にベッドコントロール、ソーシャルワーカー、入退院業務等の機

能を集約した「患者サポートセンター」を開設し、退院支援看護師を含めた多職種が連

携して診療支援を行っている。クリニカル・パスの運用率も順調に向上しており、在院

日数は 9.5 日と 10 日を切るまでに短縮されている。一方で、在院日数の短縮に加え、

新入院患者が減少したことで延べ患者数が減少し、稼働率は予算を下回る状況が続いて

いる。 

外来では、懸案事項であった検査体制の充実・土曜日の有効活用を図るため、4月か

ら土曜日午後に MRI 予約枠を新設した。又、近年推進してきた「かかりつけ医」制度が

浸透したことで、紹介状を持たない初診患者数は減少しており、地域完結型医療におけ
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る中核病院の陣容が強化されてきている。今後は、入院・外来ともに新規紹介患者の確

保が必須となることから、地域別の患者動向を分析する等、病診連携室を中心に広報活

動の強化に努めていく。 

 又、駒場東邦に隣接する日通倉庫跡地の一部に6月12日より患者用駐車場を整備し、

前面道路の混雑緩和と患者サービス向上に寄与している。 

 

（３） 佐倉病院（4月～8月実績） 

診療実績は、入院が単価 64,802 円・1日平均患者数 405.2 人・平均在院日数 11.4 日・

稼働率 90.4％、外来は単価 19,543 円・1日平均患者数 1,276.6 人で推移した。 

地域中核病院として求められる救急診療については、各専門科によるサポート体制が

定着したことに加え、要請の多い 18 時～23 時の看護師・ヘルパー等の増員、緊急手術

受け入れのための看護師の遅番勤務時間の変更等、医師以外の協力体制が一層整備され

たことで、救急車謝絶率は 24.7％と引き続き 30％以下を維持している。10 月には SCU6

床を新設予定であり、脳卒中の救急対応においてもさらなる地域貢献が期待される。又、

手術率・アンギオ室の稼働率が向上し、効率的な運用が促進されたことで、手術件数が

2,515 件（前年度比 178 件増）となっているほか、放射線治療、がん相談等も順調に増

加している。これらの結果、入院・外来ともに診療単価が上昇し、前年度を上回る診療

収入を確保することができた。一方、支出については、当初予想していた以上に看護師

の離職率が低く、人件費が前年度比増となり、又、循環器内科の強化により医療材料費

についても前年度比増となった。今後、看護師数の適正化を進めるとともに、医療材料

についても精緻に分析し、法人本部・他の 2 病院と協力して削減施策を実行していく。 

研究面では、院内の研究発表の場である研究推進談話会が第 50 回を迎えるにあたり、

9月に記念講演会を開催する予定である。本学薬学部・理学部との共同研究も進展して

おり、特に理学部との共同研究が AMED の革新的医療技術創出拠点プロジェクトに採択

される等、院内研究の充実が図られている。 

 

（４） 羽田空港クリニック・羽田空港国際線クリニック 

訪日外国人や在留外国人の増加、国外への出張や旅行等の移動が活発になる昨今、 

外国人受診者への診療体制を整えるため、電話医療通訳システムを 3ヶ月間試験導入し

た。国際空港という公共性の高い施設の医療機関として、今後も翻訳機を導入する等、

様々な外国人受診者に対応できるよう取り組んでいく。 

空港における災害時の対応については、適宜開催される総合防災訓練の参加に加え、

下期に行われる航空機事故対処総合訓練に参加する等、引き続き防災時対応を強化する

とともに、災害時マニュアルや BCP の周知・徹底を図る。 

広報面に関しては、8 月に国際線クリニックより海外旅行での健康管理のポイントに

ついてのプレスリリースを配信した。引き続き、東邦大学医療センター大森病院と連携
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し、質の高い、かつ満足度の高い医療を提供していく。 

 

（５）病院経営収支分析の強化 

 平成 29年度は、診療報酬改定や消費税増税もなく、平成 30 年 6 月開院を控えている

新大橋病院プロジェクトに特化し、取り組んでいる。例年同様、下期には 3病院合同の

病院運営戦略会議を開催し、3病院の収支分析担当、医事担当、用度担当等と法人本部

が一体となり、病院の共通課題・個別課題に対して診療・経営情報の分析を行っていく。 

医療材料の価格管理や償還材料の価格交渉については、ベンチマークとの比較をしな

がら購買データの整備・修正を行い、3 病院の医療コスト抑制を継続して行っていく。 

 

（６）3病院看護師等確保の活動 

 計画通り看護師採用活動を行っており、8月までに全 11地域 38 会場の就職説明会へ

参加した。平成 29 年度の新たな試みとして、就職説明会後にインターンシップ勧誘は

がきを発送し、インターンシップ参加学生に対してアンケート調査を実施した。8月末

までのインターンシップ参加者数は延べ 554 名と、設定した目標値を上回り、前年同時

期比 179 名増加したことから、就職説明会がインターンシップ参加の大きな契機となっ

たことが予想される。採用試験は、8 月末現在、3 病院募集人員 245 名に対して 427 名

の応募者数となっている。今後も各病院の適正人員に注視しながら、優秀な人材確保を

めざす。 

又、3病院看護部と法人本部看護企画室では、月一回の定例会議を開催し、募集活動

計画・評価、退職防止策等の課題について検討している。そのほか、平成 30 年 2 月ま

でに 3病院看護部・看護キャリア支援センター・法人本部看護企画室にて看護クリニカ

ルラダーの見直しを行う予定である。 

 

（７）3病院と看護キャリア支援センター等で取り組む看護の質と向上 

上期に予定していた 9講座は滞りなく開催され、受講者は合計 164 名、うち 8講座に

ついては目標である定員の 70％を上回る受講者数であった。 

本年度より開始した臨床実践能力向上のための急変時対応能力の維持・向上支援講座

は、3病院看護部が講座監修・インストラクターとして準備段階より携わっており、特

にシミュレーションエクササイズの 3講座は、受講者 3名に 1名のインストラクターが

つき、受講者一人一人のレベルや目標を把握しながら、丁寧できめ細やかな質の高い指

導を行ったことで、受講者の満足度は非常に高いものとなった。又、職位別に開講して

いる看護管理者育成講座には、師長編は 6名（大森病院にて開催）、師長補佐編は 11 名

（大橋病院にて開催）、主任編は 14 名（佐倉病院にて開催）が参加しており、3病院間

の交流促進と看護職員の結束の強化へと繋がっている。なお、各講座の講師・アドバイ

ザー・インストラクターには、学内の看護職 33名、看護職以外 8名の協力を得ており、
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学内にキャリアモデルが多数いることを受講者に紹介することができた。 

 

４．管理運営 

（１）財務基盤の強化 

中期経営計画 2年目となる平成 29年度は、基本金組入前当年度収支差額 15.8 億円の

黒字予算を組んでスタートした。4～8 月の走りは粗利益ベースで前年同期を若干下回

るが、予算水準を充分射程に捉えた走りとなっている。本年度より適用する固定資産耐

用年数変更による決算時減価償却負担の軽減等、収支改善を底支えする施策を既に打っ

てあるが、これに甘えず下期に向けた各種増収策や経費節減プロジェクトの一層の実効

性向上等により、予算水準を凌駕し前年度実績に肉薄する黒字実現に邁進する。 

又、法人を挙げて取り組んできた大型投資はいよいよ仕上げの時期を迎える。新大橋

病院が平成 30 年度開院に向け工事が急ピッチで進行中であることに加え、上期は駒場

東邦隣接地の購入やグラウンド整備工事が終了した。並行して医学メディアセンター改

修や大森病院のハイブリッド手術室工事、薬学部Ｅ館耐震改修工事に取り組んでいる。

これらの設備投資実現に向け資金管理に盤石を期すとともに、手許現預金と外部借入の

バランス等、足許の財政基盤を確り固めた運営を引き続き行う。 

 

（２）新大橋病院プロジェクトの推進 

新病院プロジェクトについては、平成 30 年 3 月 30 日の建物竣工・仮引渡し、6 月 9

日の竣工記念式典、同 20 日の開院をめざし、新しい「都市型モデル」病院となるべく、

医療の将来を見据えてソフト・ハード両面から構築を進めている。 

ソフト面では、新病院の 319 床を前提とした適正人員による適正な診療体制の構築を

めざし、法人本部、医学部、大橋病院が一体となり、具体的な施策検討を行っている。

既に第 1回新大橋病院運営戦略会議を 4月 17 日に開催し、第 2回の 9月 29 日には開院

時の診療体制、移転シミュレーション計画、財政計画等を中心に検討する予定である。 

ハード面では、8月末時点でエネルギー棟建物全体の外装仕上げが終わり、当該建物

内部に病院棟へ供給する熱源機器や非常用発電機などの搬入設置が完了した。病院棟は、

6 階床、外壁のコンクリート打設作業を行い、8 月中旬より 1 階から各部屋の間仕切り

仕上げ工事を順次開始した。当初の計画通り 10月末には建物全容が現れ、11 月末まで

には電気機器系統の設備も整い、大型クレーンも解体撤去する予定としている。 

又、6月には院内移転準備委員会を立ち上げ、移転業者からのヒアリングを行い、9月

下旬には移転業者を確定する計画である。並行して MRI、CT 等高額大型医療機器の機種

選定も、総事業費の確定に併せ下期に確定される予定である。 

 

（３）経費節減プロジェクトの推進 

実質 5年目を迎えた「経費節減プロジェクト」は、法人一体となった取り組みを通じ、
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これまで大きな成果を挙げてきた。本年度は①共通必須項目 ②法人本部主導項目の 2

本柱を軸に、法人内の節減アイディアを幅広く募る「Idea Box」の運営を加えて活動を

始めた。①共通必須項目としては、「業務効率化を通じた時間外業務の削減」に取り組

んでおり、教職員の健康管理やワークライフバランスの充実等、時間外業務の削減に対

する社会的要請も高まっており、法人全体として、本年度は、時間外コストを 1 億 5,000

万円削減することを目標としている。本年度は、所属ごとに担当者を設定し、法人本部

人事部の担当者と連携し、具体的施策を実行しており、8月末までの 5ヶ月間の実績で

約 3,800 万円（年間に換算すると約 1億円）の成果を挙げている。さらに改善ピッチを

上げ、目標達成をめざし取り組みを進めていく。②法人本部主導項目は、省エネ推進委

員会による光熱水費削減や機器・備品の統一購入等の従来項目に加え、委託費や保守契

約の見直しに法人全体で取り組むべくスキームを検討している。本年度の新規施策であ

る「Idea Box」は、教職員ポータルを通じ誰もが簡単に節減アイディアを投稿できるも

ので、既にオール東邦でのペーパーレス化の推進等、数多くの提言が集まっている。法

人本部と各所属の経費節減委員会が協力して内容を検討し、アイディアの実現に向け取

り組んでいる。 

 

（４）アイデンティティ強化のための広報施策 

①広報施策の強化 

専門業者を交えた戦略的・計画的なプレスリリース配信を継続し、8月末時点で 40本

のリリースを配信、うち 20 本が延べ 50メディアに掲載・放映された。配信数は前年度

比で 2本減少しているものの、掲載数は 9件増加しており、他機関との共同研究リリー

ス等の質の高い情報発信を実施した成果が表れている。下期には法人プロジェクトであ

る新大橋病院についてもリリース配信を予定しており、関連部署と連携しながら進めて

いく。 

今後、国際空港としてさらなる発展が期待されている羽田空港においては、東邦大学

羽田空港クリニック・羽田空港国際線クリニックの認知度向上をめざして平成 28 年度

より空港ビルのテナント向けレター「健康ニュース」を配布しており、本年度も引き続

き 2本のレターを配布した。又、各方面より好評をいただいている羽田空港の大型映像

メディア（FV）における健康情報番組「健康エアポート」は、11月に 3年ぶりのリニュ

ーアルを実施し、3 病院の医師 19 名による最新の健康情報を放映する予定である。な

お、同じく FV で放映している羽田空港クリニック紹介 CMには、英語・中国語・韓国語

のテロップを追加し、外国人旅行者の利用促進を図る。 

平成 29 年度の法人広報連絡会については、5月 17 日に各所属の広報担当者と Web

担当者が一堂に会し開催され、前年度の広報活動の総括および本年度の広報計画、 

ホームページの管理・運営の確認と今後の更新計画、緊急時の広報ガイドラインにつ

いて活発な意見交換が行われた。 
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②ホームページの充実 

本法人各施設ホームページへのアクセス数が平成 29 年度 4～8 月累計で延べ 871 万

件（大学 450 万件、病院 256 万件、両中高・看専 165 万件）となり、前年同期間比約 18

万件増となった。平成 27 年度から 3 ヶ年計画で推進してきたオフィシャルサイト（全

11 サイト）のリニューアルについては、6月 27 日に大橋病院サイト、8月 30 日に佐倉

病院サイトが無事公開され、9月下旬の付属中高サイトの公開を以って、すべてのリニ

ューアルが完了予定である。なお、リニューアルにあわせて全サイトの CMS（更新ツー

ル）が一本化されており、更新作業における利便性・効率性が高まっている。リニュー

アル後には各所属向けに CMS 操作説明会を開催しており、所属にて更新作業を担える体

制の構築を進めている。 

 

（５）「学校法人東邦大学広報」による法人情報の発信 

平成 30 年 6 月開院に迫った新大橋病院については、プロジェクトの進捗にあわせた

タイムリーな情報発信と情報共有を心がけており、建物の規模や周辺環境の報告を随時

掲載している。平成 29 年 1 月号より開始した炭山理事長による新連載「東邦大学のル

ーツをたどる 第 2部」では、創立者である額田豊・晉ご兄弟の薫陶を受けた方々の生

涯を辿ることで、そこに本学の建学の精神がどのように息づき、引き継がれているのか

が明らかにされている。第１部と同様に、学内外より大変な好評を得ており、引き続き

本学を代表する同窓生の功績について紹介していく予定である。 

 

（６） 産学連携の推進 

 知的財産の創生については、新たに国内特許出願 2件を行うことができた。一方、受

託研究 15 件、共同研究 78 件、その他 50 件、合計 143 件の契約書確認を行い、研究支

援の一層強化を図った。 

学外との連携については、産学連携本部と教育・研究支援センターが協働し、国立大

学法人静岡大学との間で 6月 22 日に包括連携協定を締結した。8月 21 日には、静岡大

学より安全保障輸出管理に関する講師を招き、薬学部でセミナーを開催するなど、多様

な分野における連携・協力を推進している。医工連携については、5月に東京工業大学

と本学医学部教員の共同特許が出願されたほか、8月には都立産業技術研究センターと

本学医学部教員による医療機具の共同開発・研究（大田区の研究助成金を獲得）が開始

されるなど、本学の強みを活かした連携が次々と実現しており、引き続き、行政も含め

た産学官連携の具体化を進めて行く。 

 

（７） 額田記念東邦大学資料室の充実 

展示室の保存環境向上に向けた調査を行い、改修できる事柄については段階的に作業

を行っている。展示活動については、5月に薬学部ホームカミングデーにてポスター展
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示を実施した。10 月の理学部ホームカミングデーでも展示を予定しており、同窓生を

含む学内関係者へさらなる広報活動を行っていく。又、10 月の常設展示リニューアル、

11 月の習志野キャンパス出張展示に向けて作業を進めていく。 

 

（８）羽田空港跡地再開発推進計画について 

大田区が募集した「羽田空港跡地第 1 ゾーン整備事業（第 1 期事業）」に本法人が協

力団体として参加している企業グループが応募し、本年 5 月、事業予定者に決定した。 

事業期間は 50 年、第 1 ゾーン整備事業全体の施行地区面積は約 16.5 ヘクタール

（50,000 坪）であり、うち第 1期事業は約 5.9 ヘクタール（17,878 坪）である。 

本法人は、京浜急行線・東京モノレール「天空橋駅」から至近距離に位置しているこ

の地に、建設予定の先進医療センター棟（仮称）に入居、5 フロア（2,760 坪）を利用

して事業を展開する予定である。当プロジェクトは、この地で官民連携により、世界と

地域をつなぐ「新産業創造・発信拠点」を形成し、地域経済の活性化や国際競争力の強

化を目的としたものであり、本法人は特に健康医療分野を担う。羽田という立地を十分

に活かし、ツーリスト対象の人工透析療法、外国人を対象に専門診療科によるセカンド

オピニオン外来の実施、熟練スタッフによる高度検診事業の実施等を検討している。さ

らに、保険診療対象外の医療機器を用いての新しい医療サービスや新しいデバイスを用

いた再生医療も視野に入れている。 

又、着実に成果を挙げている医工連携についても、医工連携オフィスを先進医療セン

ター棟（仮称）フロア内に設置することにより、臨床から得られるダイレクトな技術シ

ーズと医療ニーズの的確な収集・マッチングを行うことが可能となる。医療現場改善に

主眼を置いた、マーケットイン型の医工連携により地元企業の受注機会の拡大を図り、

大田区のものづくり産業の発展に寄与する。なお、事業開始は 2022 年となる見込みで

ある。 

 

（９） 株式会社東邦キャンパスサービスの動向 

8 月で第 17 期の決算を終え、今期についても教育・研究・医療の各分野で法人と連携

を強化し、事業を推進した。平成 30 年度の新大橋病院開院に向けては、立体駐車場お

よび平面駐車場の管理運営委託を受注しており、平面駐車場に関しては 6月より運営を

開始している。備品等の販売仲介についても、大橋病院側の窓口である D-TOP 事務局と

調整を進めており、下期より本格的にコンペを開始する予定である。なお、平成 29 年

4 月に薬価の一部が改正されたことから、3 病院薬剤部長と協議の上、各ディーラーと

価格交渉を進めており、9月末の妥結をめざし引き続き取り組んでいく。 

以上 


